
別記第１

報 告

本委員会は、地方公務員法の趣旨に則り、昨年 10 月に行った職員の給与等に関する報告

および勧告以降、物価、生計費その他給与決定に関する諸条件の推移について調査すると

ともに、職員給与等実態調査および職種別民間給与実態調査を実施し、職員の給与が社会

一般の情勢に適応しているかどうかを検討してきたが、その概要は次のとおりである。

１ 職員の給与

本委員会が、平成 23 年４月１日現在で行った県職員および県費負担市町立学校教職員

（同日付けの退職者、特別職の職員、企業職員、臨時または非常勤の職員および休職中、

休業中、育児短時間勤務中または派遣中の職員を除く。）についての給与等実態調査の

結果、調査日現在の職員数は、県職員 9,184 人、県費負担市町立学校教職員 7,395 人、

合計 16,579 人である。

これらの職員には、その従事する職務の種類に応じて行政職、警察職、研究職、医療

職、福祉職、教育職等 10 種の給料表が適用されているが、そのうち民間給与との比較を

行っている行政職給料表適用者は 3,319 人で、その平均給与月額は 373,831 円（給料

341,651 円、扶養手当 11,328 円、地域手当 20,852 円）であり、平均年齢は 43.4 歳（男

性 44.7 歳、女性 39.7 歳）、性別構成は男性 73.5％、女性 26.5％、学歴別構成は大学卒

62.9％、短大卒 15.7％、高校卒 21.4％、中学卒 0.0％となっている。

また、全職員の平均給与月額は 397,576 円（給料 365,629 円、扶養手当 10,167 円、地

域手当 21,780 円）であり、その平均年齢は 43.4 歳（男性 44.4 歳、女性 41.8 歳）、性

別構成は男性 62.7％、女性 37.3％、学歴別構成は大学卒 78.0％、短大卒 9.4％、高校卒

12.1％、中学卒 0.5％である。

なお、今年度の職員の給与については、平成 23 年度における職員の給与の特例に関す

る条例（平成 23 年滋賀県条例第９号。以下「特例条例」という。）により、給料等につ

いて減額措置が講じられており、当該措置がなかった場合の行政職給料表適用者の平均

給与月額は 378,382 円（給料 345,893 円、扶養手当 11,328 円、地域手当 21,161 円）、

また、全職員の平均給与月額は 401,176 円（給料 369,002 円、扶養手当 10,167 円、地域

手当 22,007 円）である。

（参考資料第１表から第４表まで参照）



２ 民間の給与

県内民間事業所のうち、企業規模 50 人以上、かつ事業所規模 50 人以上の 554 事業所

から、層化無作為抽出法により抽出した 114 の事業所について、人事院と共同して行っ

た「平成 23 年職種別民間給与実態調査」の結果は、次の(1)～(5)のとおりである。

(1) 職種別給与

民間事業所における本年４月の事務・技術関係職種等に該当する従業員 5,764 人の

給与について調査した。 （参考資料第 14 表参照）

(2) 初任給

民間事業所における事務・技術系新規学卒者の本年４月の初任給について調査した

ところ、その平均月額は、次の表のとおりとなっている。

職 種 学 歴 初 任 給 額

大 学 卒 １９５，１５３ 円

短 大 卒 １７１，３５８ 円事務員および技術者

高 校 卒 １６０，２００ 円
注 金額は、きまって支給する給与から時間外手当、家族(扶養)手当、通勤手当等特定の者にのみ支給される給
与を除き、公務員の地域手当に相当する額を含むものであり、採用のある事業所について平均したものである。

（参考資料第 15 表参照）

(3) 家族（扶養）手当

民間事業所における家族（扶養）手当の支給状況を調査したところ、これらの事業

所における手当の平均額は、次の表のとおりとなっている。

扶 養 家 族 の 構 成 支 給 月 額

配 偶 者 １６，０３６ 円

配 偶 者 と 子 １ 人 ２１，７５２ 円

配 偶 者 と 子 ２ 人 ２５，７４９ 円
注 家族(扶養)手当の支給につき、配偶者の収入に対する制限がある事業所を対象としたものである。

（参考資料第 16 表参照）

(4) 住宅（住居）手当

民間事業所における住宅（住居）手当の支給状況を調査したところ、これらの事業

所の 53.1％が住宅（住居）手当を支給しており、そのうち、借家・借間居住者に対す

る手当月額の最高支給額の平均額の階層は、24,000 円以上 25,000 円未満となってい

る。

（参考資料第 17 表参照）

(5) 特別給

昨年８月から本年７月までの１年間において、民間事業所で支払われた賞与等の特

別給の年間支給割合は、平均給与月額の 3.97 月分となっている。

（参考資料第 18 表参照）



３ 職員の給与と民間従業員の給与の比較

前記の職員給与等実態調査および職種別民間給与実態調査の結果に基づき、行政職給

料表適用職員（新規採用者を除く。平均年齢 43.9 歳）と、その職務の種類、責任の度合、

年齢、学歴等が同等と認められる民間事業所の従業員（新規採用者を除く。）について、

相互の給与を対比させ精密に比較したところ、次の表に示すとおり、本年４月において、

職員給与が民間給与を１人当たり平均にして 4,572 円（1.16％）下回っていることが明

らかとなった。

また、特例条例による減額措置前の職員の給与と民間事業所従業員の給与を同様に比

較すると、職員給与が民間給与を１人当たり平均にして 1,226 円（0.31％）上回る結果

となった。

職員の給与と民間従業員の給与の較差

民間従業員

の 給 与

（Ａ）

職 員 の 給 与

（Ｂ）

公 民 較 差

（Ａ－Ｂ）

特 例 条 例
による減額
措置後の額

３９３，５４９円
４，５７２円

（１．１６％）

３９８，１２１円

特 例 条 例
による減額
措置前の額

３９９，３４７円
△１，２２６円

（△０．３１％）

注１ (Ａ)は、「きまって支給する給与」から時間外手当および通勤手当を減じた額である。
２ (Ｂ)は、給料、扶養手当、地域手当のほか、住居手当、管理職手当等を含み、時間外勤務手当、通勤手当等
は含まない。
３ 上段は、特例条例による減額措置後の職員の給与に基づき算定した較差額（率）であり、下段は、特例条例
による減額措置前の職員の給与に基づき算定した較差額（率）である。

４ 本県職員の給与と国家公務員および他の都道府県職員の給与の比較

昨年４月１日現在の国における行政職俸給表(一)適用職員と本県の行政職給料表適用

職員の学歴別、経験年数別の俸給（給料）の月額について、職員構成が国家公務員と同

一であるものとして算出したラスパイレス指数は 100.7 であった。

また、同年の 47 都道府県の平均は 98.9、近畿６府県は 92.7～100.7 であった。



５ 物価および生計費

本年４月の消費者物価指数（総務省統計局）は、昨年４月に比べ全国で 0.4％、大津

市で 0.5％の下落となっている。

また、本委員会が本年４月現在で算定した大津市における２人世帯、３人世帯および

４人世帯の標準生計費は、それぞれ 168,320 円、198,010 円および 227,710 円となった。

（参考資料第 27 表および第 28 表その２参照）

６ 人事院の報告・勧告等の概要

人事院は、本年９月 30 日に国会および内閣に対して、国家公務員法、一般職の職員の

給与に関する法律等に基づき、一般職の職員の給与等について報告し、給与の改定につ

いて勧告を行った。また、国家公務員制度改革について報告を行うとともに、「定年を

段階的に 65 歳に引き上げるための国家公務員法等の改正についての意見の申出」を行っ

た。

これらの概要は別紙のとおりである。

７ むすび

(1) 給与の改定

本委員会は、以上に報告した職員の給与および民間事業所従業員の給与ならびに物

価および生計費、さらには国家公務員の給与改定等の諸事情を勘案し、職員の給与に

ついて、次のとおり改定を行う必要があるものと認める。なお、職員の給与は、特例

条例により減額されているところであるが、改定内容の決定に当たっては、社会一般

の情勢に適応した職員の本来あるべき給与水準を明らかにするため、これまでと同様、

特例条例による減額措置前の公民較差に基づき検討を行った。

まず、給料表について、民間との給与比較を行っている行政職給料表は、本年の民

間給与との給与較差をはじめ、地方公務員法に規定する給与決定の諸条件を考慮すれ

ば、50 歳台を中心に、40 歳台以上を念頭に置いて引下げ改定を行った国家公務員の俸

給表に準じて改定することが適当である。また、給料月額について引下げ改定が行わ

れることを踏まえ、滋賀県職員等の給与に関する条例の一部を改正する条例(平成 18

年滋賀県条例第 21 号)付則第７項から第９項までの規定による給料(経過措置額)の算

定基礎となる額についても引き下げることとする。引下げ後の経過措置額の算定の基

礎となる額は、国家公務員の経過措置額の算定基礎となる額の引下げに適用する率を

乗じて得た額とする。

なお、行政職給料表以外の給料表についても、国家公務員の俸給表に準じて改定す

るとともに、高等学校等教育職給料表ならびに小学校および中学校等教育職給料表に

ついては、全国人事委員会連合会において策定した「モデル給料表」に基づき改定す

ることが適当である。また、経過措置額についても行政職給料表と同様に引下げ改定



を行うものとする。ただし、医療職給料表(1)については、本県においても医師確保は

重要な課題となっていることから、引下げ改定は行わないこととする。また、第２号

任期付研究員に適用される給料表についても、若手研究者を対象とした給料表である

ことから、引下げ改定は行わないこととする。

一方、本給のみでは公民の較差を解消しきれないため、手当において、所要の調整

を行う必要がある。自宅に係る住居手当については、国においては既に廃止され、他

の都道府県においても廃止または縮小される傾向にあることをふまえ、その手当額を

改定する必要がある。

なお、今後の取扱いについては、他の都道府県の状況に留意しながら、引き続き検

討していく必要があると考える。

また、公民給与は４月時点で比較し均衡を図ることとしており、遡及改定を行わな

い場合であっても、４月からこの改定の実施の日の前日までの期間に係る公民較差相

当分を解消させる観点から、所要の調整を行うことは、情勢適応の原則にもかなうも

のである。しかしながら、本年の公民較差相当分の調整については、特例条例による

職員の給与の減額措置により、既に解消されている状況にあると認められることから、

こうした調整措置は要しないものと考える。

(2) 給与構造の見直しにおける経過措置額の廃止

人事院は本年の勧告において、給与構造改革における経過措置額について、平成 24

年度からの２カ年で廃止することとしたところである。本県職員の給料は、これまで

国に準じてきたところであり、また、給与決定の諸条件を考慮すれば、国に準じるこ

とが適当であると考えるが、本県においては、国と比較して多くの職員がこの経過措

置額を受けているなど、国とは異なる状況が見られることから、廃止にあたっては、

本県の実情を十分踏まえた措置を検討する必要がある。

なお、本県ではこれまで、特例条例による職員の給与の減額措置が継続されてきて

いるところであり、こうした状況下では、職員への影響の大きさを考慮すると、経過

措置額を廃止することは適当でないと考える。

(3) 人事評価制度の確立

本県においては、平成 18 年４月からの「給与構造の見直し」により、勤務実績をよ

り的確に反映し得る基盤が整備されたところであるが、職員の士気の高揚や組織の活

性化を図るため、本県の昇給・昇格や勤勉手当の各制度がより実効性の高いものとな

るよう、引き続き、公正性や納得性の高い人事評価制度の確立に向けた取組みを進め

る必要がある。



(4) 時間外勤務の縮減

時間外勤務については、これまでも、職員の心身両面の健康管理や公務能率の増進

を図るため、その縮減に努めるよう繰り返し要請してきたところであり、仕事と生活

の調和を促進する観点からも重要な課題である。

もとより、適正な労働時間の管理は、労働基準法やその関係の通知により求められ

ているところであり、昨年４月から、月 60 時間を超える時間外勤務手当の支給割合が

引上げられたほか、本年４月からは、60 時間の時間外勤務時間の積算基礎に、日曜日

またはこれに相当する日の勤務時間を含めることとされるなど、時間外勤務の縮減に

資する制度改正が行われたところである。

本県においてはこれまで、任命権者において様々な取り組みが行われてきたところ

であるが、なお一層の縮減に向けて、各職場の実情に応じた、実効ある取り組みを進

めていく必要がある。そのために、管理職および職員一人ひとりが今一度、効率的な

業務遂行と適正な勤務時間管理の意識を徹底し、全庁一丸となって取り組みを進める

必要がある。

(5) メンタルヘルス対策の充実

近年、公務の複雑化や多様化が進む中で、職員の仕事上のストレスも増大する傾向

にあり、職員のメンタルヘルス対策は重要な課題となっていることから、パワーハラ

スメント防止のための指針の策定や「試し出勤制度」などの取り組みが進められてい

るところである。

職場におけるメンタルヘルス対策は、心の病を持つ職員だけを対象とするものでは

なく、すべての職員の心の健康を保持・増進するものであり、任命権者は、組織とし

ての職場が良好なコミュニケーションが保たれ、明るく活力に満ちた働きやすい状態

となるよう努めるとともに、心の病の予防をはじめ、その早期発見、療養中のケア、

職場復帰の支援、再発の防止等、引き続き総合的かつ体系的なメンタルヘルス対策の

充実に努める必要がある。

(6) 人材育成の推進

日常業務を通じて職員の意欲と能力を引き出し、組織目標の達成と職場の活性化を

目指す取組みとして、現在、段階的に導入されている「自律型人材育成制度」につい

ては、試行等を通じて運用上の問題点の検証を行いつつ、人材育成の新たな方策の一

つとして、県の組織全体で実効ある取組みを行う必要がある。

(7) 男女共同参画・仕事と生活の調和の推進

職員の意欲・能力を最大限に引き出し、それを組織として生かすことができる勤務

環境を整備するため、任命権者において、女性職員の登用や仕事と生活の調和の推進



に、種々取り組まれてきたところである。

人材育成に配慮した人事管理を行う上で、男女を問わず意欲と能力のある職員を登

用することが必要であり、県政における男女共同参画を推進する上で、女性職員の登

用や職域の拡大に引き続き努める必要がある。

人事院は本年の勧告において、男性職員の育児休業取得促進の一助となるよう、１

回の承認に係る期間が１か月以下である育児休業を取得した職員については、本年 12

月期の期末手当より、支給割合を減じないための所要の措置を講ずることとされたと

ころであるが、本県においても、男性職員の育児休業取得を促進するため、国に準じ

た所要の措置を講じる必要がある。また、厚生労働省においても年次有給休暇の取得

促進を目指して「労働時間等見直しガイドライン」が昨年改正されたこと等を踏まえ、

引き続き仕事と生活の調和の推進に努める必要がある。

(8) 高齢期の雇用問題

人事院は本年、国家公務員制度改革基本法の規定を踏まえ、公的年金の支給開始年

齢の引き上げに伴い、平成 25 年度から 37 年度に向けて、定年を段階的に 65 歳まで引

き上げることが適当であるとし、国家公務員法その他関係法律の改正についての意見

の申出を行ったところである。

このような状況を踏まえ、本県においても、国に準じた制度とすることが適当であ

ると考えられることから、今後、国の動向に留意しながら、適切に準備を進めていく

必要がある。



人事委員会の給与勧告制度は、公務員が労働基本権を制約されていることに対する代償

措置として設けられたものであり、職員に対し、社会一般の情勢に適応した給与を実現す

る機能を有するものである。また、勧告の実施を通じて職員に適正な処遇を確保すること

は、職員の士気の高揚、労使関係の安定はもとより、有為の人材の確保にも資するもので

あり、能率的な行政運営を維持する上での基盤となるものである。

本委員会は、本年の給与勧告に当たり、様々な角度から慎重に検討を重ねた結果、公民

の均衡を図るため、月例給について給料月額および自宅に係る住居手当の引下げを行う勧

告としたところである。

本県においては現在、厳しい財政状況を理由とし、職員の給与が減額されているところ

である。地方公務員法で定める給与決定の原則とは異なる基準により実施された異例の措

置であり、誠に遺憾である。

人事委員会の勧告を踏まえることなく行われているこの措置は、開始から既に９年が経

とうとしている。財政健全化のための措置とはいえ、このことによる職員の士気の低下や

人材確保への影響は避けられず、その代償は大きいと言わざるを得ないところであり、職

員への適正な処遇の確保の観点から、本委員会としては、大変憂慮するところである。

職員の給与決定に当たっては、勧告に基づく本来の職員の給与水準を確保すべきと考え

る。

県議会および知事におかれては、人事委員会の給与勧告制度の果たす役割をあらためて

認識され、勧告どおり実施されるよう要請する。












